
【第１四半期】 
＜富士通グループ 連結＞ 

 

 

１． 概況 

【事業環境】 

当第 1 四半期における当社グループを取り巻く事業環境は、懸念された原油価格の高騰や金利上

昇の影響は限定的で、全体的には緩やかな回復が続いています。米国及び中国においては順調な景

気拡大が続いており、欧州においても景気は堅調に回復を続けています。国内でも、昨年後半から

続いてきたＩＴ分野の在庫調整は底をうち、個人消費にも持ち直しの動きが見られます。 

ＩＴ投資については、海外ではグローバル企業を中心とした積極的な投資意欲が見られますが、

国内では一部の企業を除き、全般的には力強い回復を示すまでには至っていません。 

企業のＩＴシステムは従来、主として社内の経営管理や企業間取引の分野を中心に導入されてき

ましたが、ＬＳＩの技術革新と安価で大容量のネットワークやソフトウェアとの融合により、その

活躍の場はさらに広がりつつあります。快適で便利なショッピング、金融サービス、医療サービス

など企業とお客様とをつなぐ「現場」においてＩＴが活用されるようになってきており、一方で、

これに伴う情報の安全性に対するニーズも高まってきております。 

当社においては、あらゆる人々が安心してこうした技術の革新の恩恵を享受できるよう、優れた

テクノロジーを用いた効率的なソリューションを継続的に提供してまいります。 

 

 

 

【第１四半期の概況】 

2005年度 第１四半期 2004年度 第１四半期

　2005年4月1日～ 　2004年4月1日～ 前年同期比 ４月公表比
2005年6月30日 2004年6月30日

億円  億円  億円  億円  

売 上 高 10,263 10,081 181 163 
(     1.8%) (     7.4%)

営 業 利 益 148  43  191 248 
（ 営 業 利 益 率） (     1.4%) (   0.4%) (     1.8%) (     2.4%)

経 常 利 益 4  158  162 354 

特 別 損 益 159 - 159 

当 期 純 利 益 24  118  143 324 

※ 会計方針の変更及び事業再編
による影響を除く増減率

     0.8% 

（対前年同期比増減率） ※
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【損益の概況】 

当第１四半期の売上高は１兆２６３億円で、前年同期比１．８％の増収となりました。ディスプレ

イ事業などの再編による影響やソフトウェアの開発契約について進行基準を適用したことによる影

響を除いたベースではほぼ前年並みです。前年同期は好調だったデジタル家電向けＬＳＩの在庫調

整が続いていることや新紙幣対応特需がなくなったこと、パソコンの価格競争激化などにより売上

が減少しましたが、第３世代携帯電話基地局や光伝送システム、ＨＤＤ、携帯電話の売上は増加し

ました。 
 
営業利益は１４８億円で、前年同期比１９１億円の大幅な改善となりました。四半期別の業績を開

示している２０００年度以後で、第１四半期として初めて営業利益を計上しました。ＬＳＩ事業で

は顧客の在庫調整などにより利益も大きく減少しましたが、ソリューション／ＳＩ事業では、前年

から推進してきた不採算プロジェクトの発生を抑止する仕組みやプロジェクト管理全般のレベルア

ップへの取組みが徐々に効果を上げつつあります。そのほか、ネットワーク機器やＨＤＤ、携帯電

話の増収効果、ものづくりへの取組みの強化によるコストダウンの推進、費用の効率化などにより、

前年同期比で大きな改善となりました。この結果、売上原価率は７３．２％で、前年同期から 
０．８％低下、販売費及び一般管理費の売上高比も１．０％低下し、営業利益率は前年同期比で 
１．８％改善しました。なお、当年度からソフトウェアの開発契約に進行基準を適用したことによ

り従来の顧客検収基準に依った場合と比較して４０億円利益が増加しました。 
 
経常利益は４億円と、前年同期比で１６２億円改善し、益転しました。営業外損益は、持分法によ

る投資利益の悪化により前年同期を下回りましたが、営業利益の大幅な改善が寄与しました。 
 
２００１年に発生した当社製ＨＤＤの不具合に関して、部品ベンダー等を提訴していましたが、本

年６月に和解が成立しました。これにより、受取和解金１５９億円を特別利益に計上しました。 
 
この結果、当期純利益は２４億円で、前年同期から１４３億円の改善となりました。 

 

 

 

＜４月公表比＞ 

売上高は主に国内のサーバ関係やパソコンが予想を下回ったものの、国内の携帯電話関連及び北

米向けの光伝送システムなどの所要前進や、ＨＤＤなどの堅調な所要に加え、ソフトウェアの開発

契約に係る収益計上基準を進行基準に変更した影響もあり、全体では公表値を上回りました。 

営業利益は４月公表比で２４８億円改善しました。コストダウンの推進、費用の効率化、収益の

平準化に向けたビジネスサイクルの見直しなどにより、ほぼ全てのビジネスユニットで年初の目標

を達成し、予想を大きく上回りました。進行基準への変更は第１四半期においては４０億円の増益

要因となりました。 

また、当期純利益は営業利益の改善に加え、為替差益の発生などによる営業外損益の好転や、特

別利益の計上により予想を大きく上回りました。 
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【会計方針の変更】 

（1）ソフトウェアの開発契約（注）への進行基準の適用 

当社は前年度より、ソリューション／ＳＩ事業におけるプロジェクトのリスク管理強化に向けて、

商談の発生から見積、お客様との契約、プロジェクトの完了まで、現場を一貫してサポートし早期

にリスクの把握と対応をとるための体制を整備してまいりました。開発フェーズにおいては、外注

開発作業を含め出来高に基づく月次進捗管理制度を導入し、プロジェクトの計画、進捗及びリスク

の可視化を推進しております。こうしたプロジェクト管理の体制の整備に伴い、当年度よりソフト

ウェアの受託開発について、契約並びに開発計画を前提として進行基準の適用を開始いたしました。

開発作業の進捗に応じた収益費用の計上で、よりタイムリーな業績の管理と開示が可能となります。 
進行基準の適用により、当第 1 四半期においては売上高が４３２億円、営業利益が４０億円増加
しました。中間期及び通期では、いずれも売上高が２００億円、営業利益が２０億円増加する見込

みです。なお、期首現在の未完成作業について当年度から進行基準を適用した影響は、営業利益で

１５億円です。第２四半期以降には子会社の主要プロジェクトにも適用範囲を拡大いたします。 
（注）請負契約及び委任契約によるソフトウェアの受託開発契約をいいます。 
 

（2）英国子会社の年金債務の負債計上 

日本と同様に確定給付型年金制度が普及する英国では、２００５年より新しい英国基準又はＩＦ

ＲＳ（国際財務報告基準）に基づき年金積立不足の全額を負債計上することが義務付けられました。

英国の富士通サービスでは、欧州の上場企業並に当年度よりＩＦＲＳに移行し、富士通テレコミュ

ニケーションズヨーロッパでは新英国基準により積立不足を負債計上しました。積立不足の負債計

上により、退職給付引当金が 1，０６１億円増加し、税効果考慮後で利益剰余金が８２７億円減少し
ております。また年金の会計処理変更により、従来の処理に比べて第１四半期の営業利益が１３億

円増加しております。通期の営業利益への影響額は５１億円の増加見込みです。 
 

（3）固定資産減損会計の適用 

当年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。なお、当第１四半期での減損損

失の計上はありません。 
 

 

＜ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）への取組みの状況＞ 

当社グループでは、現在ＩＦＲＳへの移行を進めています。移行に際しましては、各国の会計基

準がＩＦＲＳへ収斂していく動きも考慮に入れて進めております。 
当年度国内においては、ＩＦＲＳの準拠に向けて、ソフトウェアの開発契約に進行基準の適用を

開始したほか、固定資産の減損会計を適用いたしました。また、英国の富士通サービスにおいては、

年金の会計基準を変更するタイミングに合わせ、ＩＦＲＳを全面的に適用いたしました。 
今後も、会計基準の共通化対応の状況をにらみながら、逐次社内体制の整ったものから、可能な

限りＩＦＲＳに準拠した基準を適用し、２００７年度以前においてのＩＦＲＳの実質的な適用を目

指してまいります。 
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（4）事業の種類別セグメント区分の変更 

ＩＴ市場においては、技術の融合や複雑化、サービスの多様化が進むなかで、サーバ、ネットワー

ク、ソフトウェアなどをインテグレートして長期的に安定稼働を実現するＩＴ基盤を構築し、その

上で、様々なサービスをライフサイクル全般に亘って提供することが一層求められております。ビ

ジネス全体も、従来のプロダクトやサービスを販売するという枠組みから、お客様との長期的なパー

トナーシップに基づき、ＩＴ基盤の構築から、コンサルティング、ＳＩ、アウトソーシングに至る

まで、ライフサイクル全般に亘ってソリューションを提供するモデルへと急速に変化しております。 
当社グループではこれまで追求してきたソリューションモデルをより一層徹底すべく、前年度よ

り営業とＳＥの一体化、グループフォーメーションの革新など効率的な仕組みの整備に取組んでま

いりました。こうした体制が整いつつあることから、当年度より、製品・サービスの種類及び販売

方法の類似性などを考慮し、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスプロダクトソリュー

ション」、「デバイスソリューション」及び「その他」にセグメント区分を変更いたしました。 
「テクノロジーソリューション」は、最先端のテクノロジーに基づいた高性能・高信頼のＩＴ基

盤であるシステムプラットフォームをベースに、個々のお客様に最適なサービスを提供していくこ

とにより、お客様のライフサイクル全般に亘るソリューションを提供してまいります。次に、「ユビ

キタスプロダクトソリューション」は、パソコン、携帯電話、ＨＤＤといったこれからのユビキタ

ス社会を実現するために不可欠な様々な製品群を、ものづくりの徹底した追求により、スピードと

価格競争力を重視して提供してまいります。さらに、「デバイスソリューション」は、テクノロジー

のコアとなるロジックＬＳＩや関連する電子部品を、社内外のお客様の製品の競争力向上に貢献す

る最適なソリューションとして提供してまいります。 

 
セグメント サブセグメント 主要製品･サービスの内容

 テクノロジー  システムプラットフォーム

 ソリューション  システムプロダクト

 ネットワークプロダクト

 サービス

 ソリューション／ＳＩ

 インフラサービス

 その他

 ユビキタスプロダクト  パソコン／携帯電話 パーソナルコンピュータ、携帯電話

 ソリューション  ＨＤＤ 記憶装置(小型磁気ディスク装置、光磁気ディスク装置)

 その他 光送受信モジュール

 デバイス  ＬＳＩ

 ソリューション

 電子部品他 半導体パッケージ、ＳＡＷフィルタ、リレー、コネクタ等

 その他

情報システムの設置工事及びネットワーク工事、サービス
専用端末装置(現金自動預払機、ＰＯＳシステム)等

オーディオ･ナビゲーション機器、自動車制御用電子機器、
プリント板、マグネシウムモールド品等

各種サーバ(グローバルサーバ、ＵＮＩＸサーバ、ＩＡ
サーバ)、情報システムを構成する周辺装置(ディスクアレ
イ等)、各種ソフトウェア等
※企業向けパーソナルコンピュータはユビキタスプロダクトソリュー
ションに含まれています。

モバイルシステム(３Ｇ携帯電話基地局システム等)、光伝
送システム等

システム構築(システムインテグレーション)、システムの
導入･運用支援、コンサルティング等

情報システムの一括運用管理(アウトソーシングサービ
ス)、情報システムに必要なネットワーク環境の提供及び
ネットワークを利用した各種サービスの提供(ネットワー
クサービス、インターネットサービス)、情報システム及
びネットワークの保守･監視サービス等

ロジックＬＳＩ(システムＬＳＩ、ＡＳＩＣ、マイクロコ
ントローラ、ＦＲＡＭ搭載ロジック)、メモリＬＳＩ(フ
ラッシュメモリ、ＦＣＲＡＭ)

 
注：今後の製品の販売形態や組織上の責任区分の変更などにより、４月公表時から「テクノロジーソリューション」内の  
一部製品のサブセグメント区分を見直しております。主な変更点として、ＩＰシステムを「ネットワークプロダクト」
から「インフラサービス」へ組替えております。これは、米国シスコ社との提携により、プロダクトとネットワーク
サービスを組合わせてトータルソリューションとして提供していくことに対応したものであります。 
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【セグメント別の状況】 

当第１四半期の売上高（セグメント間の内部売上高を含む）及び営業利益のセグメント別の状況

は以下の通りです。 

 

（1）テクノロジーソリューション 

  2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率 会計方針の変更影響を除く増減率 
売 上 高 6,134 億円 9.9 ％ 2.1 ％ 

 国 内 4,258 億円 9.5 ％  1.7 ％ 

 海 外 1,875 億円 10.8 ％ 10.8 ％ 

    システムプラットフォーム 1,548 億円 8.9 ％    
 サ ー ビ ス 4,585 億円 10.2 ％    
 

 

     2005 年度 第１四半期 前年同期比 

営 業 利 益 73 億円 242 億円 

 システムプラットフォーム  6 億円 36 億円    
 サ ー ビ ス 80 億円 205 億円    
 

 

①システムプラットフォーム 

  2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率  
売 上 高 1,548 億円 8.9 ％    
 シ ス テ ム プ ロ ダ ク ト 611 億円  7.8 ％   

 ネットワークプロダクト 936 億円 23.4 ％   

 

売上高は１，５４８億円で、前年同期比８．９％の増収となりました。システムプロダクトは、

海外ではＵＮＩＸサーバが好調に推移いたしましたが、国内においては、前年同期に大口商談があっ

たこともあり減収となりました。ネットワークプロダクトは、国内、海外ともに好調で、二桁増収

となりました。第３世代の携帯電話やブロードバンドネットワークの普及により増大するデータ量

を処理するための携帯電話基地局と光伝送システムが引き続き好調に推移しました。 

 

     2005 年度 第１四半期 前年同期比 

営 業 利 益  6 億円 36 億円 

 

営業利益は６億円の損失で、前年同期の４３億円の赤字から３６億円改善いたしました。ネット

ワークプロダクトの増収効果やものづくりの革新によりコストダウン、品質向上が進展したことに

よるものです。 
 
当社は４月にはオープンサーバの経済性とメインフレームの信頼性を両立させた世界最先端の基

幹ＩＡサーバ「ＰＲＩＭＥＱＵＥＳＴ」の販売を世界で開始いたしました。 

また、ＩＴ基盤「ＴＲＩＯＬＥ」をグローバルに提供していく一環として、お客様の要件に応じ

て組み合わせたプラットフォーム製品を総合的に検証し、お客様のシステム構築を支援する拠点と

なるセンターを日本、英国、ドイツに加えて、シンガポール及び米国カリフォルニアにも開設いた

しました。 

 

TRIOLE：サーバ、ストレージシステム、ネットワーク等の組み合わせを事前に検証した信頼性の高いＩＴ基盤 
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②サービス 

  2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率 会計方針の変更影響を除く増減率  
売 上 高 4,585 億円 10.2 ％  0.2 ％  
 ソリューション／ＳＩ 2,050 億円 21.1 ％  2.5 ％  

 イ ン フ ラ サ ー ビ ス 2,214 億円 5.1 ％    

 そ の 他 319 億円  11.6 ％    

 

売上高は４，５８５億円で、前年同期比では１０．２％の増収です。進行基準適用による影響を

除いたベースではほぼ前年同期並みとなりました。前年同期に大口商談があったことや、新紙幣対

応特需に伴うビジネスが一段落したことによる減収要因はありましたが、インフラサービスは英国

の富士通サービスのアウトソーシング商談が引き続き好調であり増収となりました。 
 
当第１四半期におきまして、英国の富士通サービスは、好調な政府系商談に加えて、新たに民間

から大口のアウトソーシング商談を獲得いたしました。また、富士通オーストラリアでも、大口の

アウトソーシング商談を契約するなど、海外で順調に受注・売上を伸ばしております。 

 

     2005 年度 第１四半期 前年同期比 

営 業 利 益 80 億円 205 億円 

 

営業利益は８０億円で、前年同期の１２５億円の赤字から２０５億円改善いたしました。ソリュー

ション／ＳＩ事業において、前年同期に大きな不採算プロジェクトに係る損失があったことや、英

国の富士通サービスの増収効果により、前年同期比で大幅な改善となりました。 
 
当社は、前年度よりプロジェクトのリスク管理強化に取組んでまいりました。お客様との契約の

あり方を見直すとともに、営業・ＳＥのビジネスプロセスの標準化を進め、商談発生時からプロジェ

クトの遂行を通じてリスク管理を行い、不採算プロジェクトの発生を抑制しようとするＳＩアシュ

アランス機能を強化しました。これらにより、新たな不採算プロジェクトに係る損失の抑制に対し

て効果を現わしつつあります。 
 
本年７月より、｢非接触型手のひら静脈認証装置｣ビジネスについて、グローバル展開を開始いた

しました。行政機関、民間企業、さらに個人レベルまで高度なセキュリティへの要求が世界的に高

まっている中、セキュリティ市場でのデファクトスタンダード確立を目指して、米州、欧州、アジ

アで現地関係会社と連携して強力にビジネスを推進してまいります。 

 

（2）ユビキタスプロダクトソリューション 

  2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率   
売 上 高 2,413 億円 7.6 ％    
 国 内 1,600 億円  0.4 ％    
 海 外 812 億円 27.7 ％    

 ＜売上高の主要製品別内訳＞ 

 2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率   
パソコン／携帯電話 1,700 億円 1.2 ％    
Ｈ Ｄ Ｄ 669 億円 30.4 ％    

そ の 他 42 億円  13.0 ％    

 

売上高は２，４１３億円で、前年同期比では７．６％の増収となりました。パソコンは国内にお

いて価格競争が激化したことにより減収となりましたが、携帯電話は前年同期が低調であったこと

や、当第１四半期は｢誰にでも簡単、人に優しい｣をコンセプトにしたユニバーサルデザイン対応端

末が好調に推移したことにより増収となりました。また、ＨＤＤはノートパソコン、サーバ向けと

もに好調で、海外向けを中心に大きく伸張しました。 
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 2005 年度 第１四半期 前年同期比 

営 業 利 益 114 億円 115 億円 

 

営業利益は１１４億円で、前年同期比１１５億円改善いたしました。パソコンは国内における競

争激化により減収となりましたが、購入コストダウンを徹底的に推進したことにより、前年同期並

みの営業利益を確保いたしました。また、携帯電話やＨＤＤは増収効果に加え、ものづくりの革新

によるコストダウンや品質強化が寄与し増益となりました。 
 
本年４月に施行された個人情報保護法やカード犯罪の増加等、セキュリティに対する社会的な

ニーズがますます高まっております。このような中、４月には、データを収納するハードディスク

を搭載しないクライアントパソコンを使用し、データの不正持ち出しなどの情報漏洩対策を強化し

た「シンクライアント・ソリューション」の提供を開始いたしました。また、６月には、プライバ

シー情報をより強固に保護する携帯電話端末の提供を開始いたしました。当社は、これまでのセキュ

リティソリューションを強化するとともに、お客様の運用形態に合わせた、安全性の高いシステム

を今後とも提供してまいります。 

 

（3）デバイスソリューション 

    2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率 事業再編による影響を除く増減率 

売 上 高 1,591 億円  27.7 ％   14.8 ％ 

 国 内 918 億円  26.1 ％   14.6 ％ 

 海 外 673 億円  29.7 ％   15.2 ％ 

 ＜売上高の主要製品別内訳＞ 

 2005 年度 第１四半期 前年同期比増減率   
Ｌ Ｓ Ｉ 1,016 億円  17.2 ％    
電 子 部 品 他 575 億円  40.8 ％    
 

売上高は１，５９１億円で、前年同期比では２７．７％の減収です。フラットパネルディスプレ

イ事業の譲渡による影響を除いた継続事業ベースでも１４．８％の減収となりました。ＬＳＩ事業

におけるデジタル家電での顧客在庫調整、国内、アジアの携帯電話向けフラッシュメモリの市況回

復遅れ等により減収となりました。 

 

 2005 年度 第１四半期 前年同期比 

営 業 利 益 72 億円  166 億円 

 
営業利益は７２億円で、前年同期比１６６億円の減益となりました。前年同期に好調な市況に恵

まれたＬＳＩ事業で、顧客の在庫調整による売上の減少及び価格競争の激化により利益が大きく減

少しました。また、本年４月より正式稼動した三重工場における新棟の減価償却費や立上げ費用等

の負担も影響しました。  
当社は、当第 1四半期までにフラットパネルディスプレイ事業の譲渡を行いました。デバイスソ
リューションにおいては、経営資源をＬＳＩ事業にさらに集中し、より一層の強化を図ってまいり

ます。  
６月には、セイコーエプソン㈱とＦＲＡＭの次世代技術の共同開発について合意いたしました。

低消費電力での高速読み書きなどで優位性があるＦＲＡＭを組み込むことで、システムＬＳＩにお

ける最適なメモリソリューションを提供してまいります。 
また、次世代４５ナノメートルＬＳＩの高速化と低消費電力を実現するためのキーテクノロジー

となる多層配線技術を開発いたしました。 
 

fk041099
-8-



【第１四半期】 
＜富士通グループ 連結＞ 

  

【資産、負債、資本の状況】 

     2005 年度 第１四半期 前年度末比 

総 資 産 35,362 億円  1,039 億円 

有 利 子 負 債 11,196 億円 368 億円 

 （ネット有利子負債） （ 7,307 億円） （ 1,026 億円） 

株 主 資 本 7,751 億円  818 億円 

 （ 利 益 剰 余 金 ） （  956 億円） （  877 億円） 

    

Ｄ ／ Ｅ レ シ オ 1.44 倍 0.18 倍 

 （ネットＤ／Ｅレシオ） （ 0.94 倍） （ 0.21 倍） 

 

当第１四半期末の総資産の残高は３兆５，３６２億円と、前年度末に比べて１，０３９億円減少

しました。 

流動資産の残高は１兆７，９６６億円となり、前年度末に比べて１，８４９億円減少しました。

年度末に集中した売上に係る売掛債権が回収により減少したことなどによります。棚卸資産につき

ましては、前年度末比１２８億円の減少となっておりますが、当年度に実施した会計方針の変更及

び事業再編の影響を除くと、前年度末比５７１億円の増加となります。 

固定資産の残高は１兆７，３９６億円となり、前年度末に比べて８０９億円増加しました。三重

工場の３００mm ラインの投資等による有形固定資産の増加や、投資有価証券の増加及び英国子会社

の年金積立不足のオンバランスによる繰延税金資産の増加などによります。 

負債の残高は２兆５，９８３億円となり、前年度末に比べて２０６億円減少しました。年度末の

売上に対応した買掛債務が支払により減少した一方で、英国子会社の年金積立不足のオンバランス

により年金債務の引当金が増加しました。また、有利子負債残高は１兆１，１９６億円となり、前

年度末に比べて３６８億円増加しました。運転資金の一部を短期借入金でまかなったことによりま

す。 

株主資本の残高は７，７５１億円となり、前年度末に比べて８１８億円減少しました。当期は純

利益を計上したものの、英国子会社の年金積立不足をオンバランスしたことにより減少したもので

す。この結果、株主資本比率は２１．９％、Ｄ／Ｅレシオは１．４４倍となりました。 

 

 

【キャッシュ・フローの状況】 

     2005 年度 第１四半期 前年同期比 

営業キャッシュ・フロー  436 億円 100 億円 

投資キャッシュ・フロー  463 億円  112 億円 

フリー・キャッシュ・フロー  899 億円  12 億円 

 

当第１四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、４３６億円のマイナスとなりました。主

に、第２四半期以降の売上に対応するため棚卸資産が増加したことによります。前年同期比では、

税金等調整前当期純利益の改善により１００億円の改善となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは４６３億円、前年同期比では１１２億円の支出増となりま

した。三重工場を始めとする設備投資や、投資有価証券の取得などによります。 

営業キャッシュ・フローと投資キャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは、

前年同期並みの８９９億円のマイナスとなりました。 
このフリー・キャッシュ・フローのマイナスを、一部は手元資金の取り崩しにより、一部は短期

借入金によりまかなったため、財務活動によるキャッシュ・フローは２２８億円のプラス、現金及

び現金同等物の期末残高は、前年度末に比べて６７１億円減少の３，８７３億円となりました。 
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